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〇副社長の巣山です。私からは足もとの業績と今後の見通し、配当の考え方、及び今
後を見据えた取組みについてご説明します。



〇まず足もとの業績についてです。上段のグラフでは、新型コロナウイルスの影響を受
け始めた今年の１月以降のご利用状況の推移について、在来線の名古屋近郊をオ
レンジ色、東海道新幹線を青色で示しています。

○東海道新幹線の輸送量については、２月の後半から新型コロナウイルス感染症の
発生を受けた外出及び移動の自粛等の影響が大きくなりましたが、とりわけ４月の緊
急事態宣言以降は大変厳しい状況が続いています。その後、５月に緊急事態宣言
が解除されたこと、６月に都道府県を跨ぐ移動の自粛要請が解除されたことなどから
お客様のご利用は一時回復しましたが、７月に感染が再び拡大したことにより外出自
粛の影響が大きくなり、お客様のご利用は低調となりました。９月は、依然として外出
及び移動の自粛が続いたものの、月半ばの４連休を中心にお客様のご利用に回復
が見られました。また、10月は１日から東京地区がGo Toキャンペーンの対象となっ
たことなどから、８月や９月に比べると輸送量は戻りつつあり、27日までの実績で前年
比44％となっています。

○名古屋近郊の在来線のご利用も、概ね、新幹線と同じような動きで推移しています。
名古屋近郊は通勤・通学のご利用が中心のため、昨年と比べた減少幅は長距離移
動が中心の新幹線より小さいですが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けてご
利用が低調な状況が続いています。新幹線同様、10月に入ってからは輸送量は戻
りつつあり、27日までの実績で前年比80％となっています。

○当第２四半期決算における新型コロナウイルス感染症の収入への影響については、
単体は、運輸収入の減少分のほぼ全額の5,270億円程度、連結は、営業収益の減
少分のほぼ全額の6,170億円程度と考えています。
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○次に、今後の見通しについてご説明します。業績予想の詳細な数値等については後
ほど総合企画本部長の丹羽よりご説明しますが、私からは、基本的な考え方について
ご説明します。

○現在は、感染拡大防止のために出張や旅行が控えられている状況であると思います
が、感染状況が収まり、経済が回復するに従い、鉄道のご利用は回復していくと考え
ています。

○その中で、当社の事業の中核である鉄道事業においては、新型コロナウイルスの影
響を受ける前の2018年度と比べて40％程度で推移している足もとのご利用状況が年
内継続し、その後、治療薬の開発・承認、又は治療法に関する知見の蓄積が進むこと
や、政府の各種対策による外出自粛ムード緩和等もあって回復基調となることを期待
し、年度末時点で運輸収入が2018年度比で60％の水準に達すると想定して、業績予
想を算定しました。

○その後、社会経済活動の活性化などに伴い、2021年６月には運輸収入が2018年度
比で80％の水準に達するものと想定しています。

○引き続き、業務執行全般にわたる効率化・低コスト化を一層強化するとともに、安全・
安定輸送の確保や輸送サービスの提供に支障しないことを前提に、可能な限りの費
用削減に取り組んでいきます。
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〇続いて、当期の配当の考え方についてご説明します。
〇これまでも常々申し上げてきましたが、当社は、社会的使命の強い鉄道事業を

経営の柱としていることから、長期にわたる安定的な経営基盤の確保･強化に取り
組むとともに中央新幹線計画等の各種プロジェクトを着実に推進するために内部
留保を確保しつつ、配当については安定配当を継続することを基本方針としてい
ます。

〇この方針を基本に、具体的な配当金額については各期の経営環境や業績を踏
まえて決定することとしています。当期については、先ほどご説明したとおり大変
厳しい経営環境と業績の見通しではありますが、日頃から基本方針としてお示し
してきた「安定配当」を堅持して、中間配当・期末配当予想とも１株当たり65円とさ
せて頂く計画です。
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○次に、今後を見据えた取組みについてご説明します。

【基本的な考え方】
○当社としては、「のぞみ12本ダイヤ」や「ネット予約とチケットレス乗車」サービスの推進等により、

東海道新幹線のサービスに不断に磨きをかけながら、地域に根差した在来線運営と、鉄道と
相乗効果のある関連事業を展開することで収益を確保する、という基本的な方針は、今後も変
わるものではありません。

【短期】
○その上で、短期の取組みですが、まずは費用削減に努めて連結全体で680億円のコスト削減

を計画するとともに、安心してご旅行頂ける駅・車内環境と十分な輸送力の提供により感染拡
大防止に取り組み、需要を最大限取り込みます。

○ビジネス需要の本格的な回復までは時間を要する可能性がありますが、観光需要については、
時間、場所、旅先での移動手段等を「定番」からずらす「ずらし旅」を提案するキャンペーンを
展開するなど、状況に合わせた適切な需要喚起策に積極的に取り組みます。

【中期】
○続いてコロナ収束後に向けた取組みです。感染拡大が収まるにつれ、需要は回復していくも

のと考えています。ビジネスにおいて人と人とが直接会って交流することの重要性は変わるも
のではなく、また、旅行を楽しみたいという観光需要は代替されるものではなく、長期的には東
海道新幹線のご利用は今後も増加していくと考えています。

○当社としては、今後も状況に応じて適切な需要喚起策を講じていく考えです。例えばビジネス
では、新幹線を利用したビジネス出張の利便性を高めることが重要になると考えています。観
光については、「ずらし旅」を切り口とした魅力的で新しい旅行の提案を行い、観光へのＥＸ
サービスの活用などについて検討を進めます。

○一方で、費用面では固定費のさらなる圧縮に向けて、中長期的にはＩＣＴ等の技術を活用し、
より高いレベルの安全性・効率性・サービス向上を実現しつつ、コスト削減を一層徹底し、利益
の確保に努めます。

【長期】
○最後に、長期を見据えては、中央新幹線計画を推進し、その実現による移動時間の圧倒的な

短縮により、人と人とが直接会って交流する機会を拡大し、経済・社会活動の活性化を図りま
す。

○厳しい経営環境の中ですが、今後も収益の確保、利益の拡大を図ります。以上です。
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○財務部長の早川です。私からは、2021年3月期 第２四半期決算の概要についてご
説明します。



○最初に連結決算の概要ですが、スライド表示の通り大幅な減収となり、費用削減
に努めるなど営業費の減少はあったものの、大きな損失を計上しました。

○まず収入面では、新型コロナウイルス感染症の発生を受けた外出及び移動の自
粛等の影響により、当社・グループ会社ともに引き続き極めて厳しい経営環境が
続き、連結営業収益は前年を6,177億円下回り、3,378億円となりました。

○営業費は、当社の費用の減少のほか、売上減少にともなう各社の売上原価の減
少などにより、972億円の減少となりました。

○この結果営業損失は1,135億円、経常損失は1,507億円、親会社株主に帰属す
る四半期純損失は1,135億円となりました。

○各セグメントの状況につきましては、
○運輸業は、当社の運輸収入の減少等により、大幅な減収減益です。
○そのほかいずれのセグメントも減収減益ですが、ジェイアール東海髙島屋の百

貨店売上の減少、東海キヨスクの店舗売上の減少など流通業の影響が大きいほ
か、その他に含まれますジェイアール東海ホテルズの宿泊収入やジェイアール東
海ツアーズの旅行商品収入の減少の影響も大きく表れています。
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○次に、当社単体の決算についてご説明します。
○まず収入面ですが、運輸収入が対前年5,276億円の減少となったことなどから、

営業収益は前年を5,295億円下回り、2,217億円となりました。
○営業費につきましては、
○人件費は、退職給付費用が減少したことなどにより、対前年８億円の減少となりま

した。
○物件費は、車両キロの減少等に伴う動力費の減少、技術開発費の減少などによ

る修繕費の減少、当社の運輸収入の減少と連動した発売手数料の減少や、広告
宣伝の見直しなどによる業務費の減少により、対前年228億円の減少となりました。

○租税公課は、事業税の減少等により、対前年49億円の減少となりました。
○減価償却費は、山梨リニア実験線の延伸投資に係る償却費の減少等により、対

前年107億円の減少となりました。
○これらの結果、減収減益の決算となり、982億円の四半期純損失となりました。

8



9

〇最後に資金繰りの状況についてご説明します。
○2020年9月末時点の現金及び現金同等物の残高は6,750億円となりました。

十分な手元資金を確保していることから、グループ会社も含め、当面の資金繰り
について懸念はありません。

○今年度に入ってから、新型コロナウイルスの影響による収入の減少が続いた場
合の備えとして、６月に1,000億円のCPを発行、続いて9月に1,000億円の社債を
発行しています。

○先行きは不透明ですが、今後とも十分な流動性を確保すべく適時適切に対応
するつもりです。
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〇総合企画本部長の丹羽です。私からは、2021年3月期 通期業績予想と、中央新幹
線計画の進捗についてご説明します。



○まずは、今年度の通期業績予想についてです。
○先ほど副社長の巣山から説明があったとおり、現在、新型コロナウイルス感染

症の発生を受けた外出及び移動の自粛等の影響により、鉄道等のご利用が
大幅に減少していますが、不確定な要素も織り込みつつ、鉄道事業において、
足もとのご利用状況が年末まで継続し、その後回復基調となると想定して見通
しを算定しました。費用については、後ほどご説明するコスト削減の計画を今
回の業績予想に反映しています。

○その結果、スライドに記載のとおり、単体では、営業収益5,820億円、営業損
失1,710億円、経常損失2,470億円、当期純損失1,870億円を見込んでいます。
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○続いて、連結での業績予想ですが、グループ会社については当社単体の収入
想定を踏まえて算定しました。

○極めて厳しい経営環境が続く中、グループ全体でも、営業収益8,630億円と大幅
な減収を見込んでいます。

○費用削減に努めたことなどにより営業費の減少を見込むものの、営業損失1,850
億円、経常損失2,580億円、親会社株主に帰属する当期純損失1,920億円と大き
な損失を見込んでいます。
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○続いて、当社における固定費圧縮の取組みについてご説明します。
○当社としては、これまで継続的に効率的な業務運営の構築に取り組んできた

結果、営業利益率の引き上げを実現してきました。鉄道事業は費用に占める
固定費の割合が高いですが、当社では2008年のリーマンショックを機に、安全
のレベルや業務の質を維持しつつ、将来にわたって低コストで効率的な業務
運営とする取組みを進めており、2009年度以降、収益が再び増加する局面に
おいても、費用の増加を抑えてきました。

○今後も、ＩＣＴの技術等を活用しながら、検査・保守の省力化などにより、さらに
効率的で安全性の高い業務運営体制を構築していきます。
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○今期のコスト削減についてご説明します。
○安全・安定輸送の確保や輸送サービスの提供に支障しないことを前提にコスト削減

を徹底していく考えであり、設備投資も含めて当社単体で470億円、グループ会社で
210億円、連結合計で680億円の削減を計画し、業績予想に反映しています。

○当社単体については、損益では400億円の費用削減を計画しています。広告宣伝
の見直しや、会議・備品購入の抑制等による削減のほか、安全・安定輸送に支障し
ない範囲での修繕の抑制やスケジュールの変更など、業務全般を幅広く見直すこと
で費用削減を徹底します。加えて設備投資については、当社は、鉄道事業者として
の使命を将来にわたり果たすため中長期的な観点から設備投資を行っていく必要
があり、概ね計画通り進めていく考えですが、新型コロナウイルス感染症の影響を大
きく受けていることも踏まえ、安全・安定輸送に支障しない範囲での工事の抑制・ス
ケジュールの変更が可能なものについて順次取組みを進めており、150億円の削減
を計画しています。

○グループ会社についても、コスト削減を徹底し、損益では130億円、設備投資では
80億円の削減を計画しています。
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○最後に、中央新幹線計画の状況についてご説明します。
○スライド上段の地図では、工事実施計画の認可を受けた品川・名古屋間の計画路線

のうち、オレンジの線が山梨リニア実験線で、赤い部分が既に工事契約を締結した箇
所を示しています。

○品川・名古屋間について、地域との連携を密にしながら、測量、設計、用地取得を進
めるとともに、これまでに工事契約を締結した工区において、地域にお住まいの方々
へ工事概要や安全対策等についてご説明しました。

○工事については、新たに山梨県内の高架橋等で本格的な工事に着手しました。既に
工事に着手している南アルプストンネル山梨工区では斜坑、先進坑及び本坑の掘削、
長野工区では斜坑及び先進坑の掘削を進めるとともに、品川駅及び名古屋駅では工
事桁等を施工したほか、山岳トンネル、都市部非常口、中間駅等で工事を着実に進
めました。

○今後も引き続き、工事の安全、環境の保全、地域との連携を重視して着実に取り組み
ます。
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○一方、南アルプストンネル静岡工区においては、大井川の水資源への影響につ
いて、静岡県、流域市町等の理解が得られず、トンネル掘削の前段で必要となる
ヤード整備に着手できていないなど、実質的に工事が進捗しない状態が続いて
います。当該ヤード整備を６月中に開始するため、社長が静岡県知事に面会する
など、了解を得るべく努めましたが、知事の了解は得られませんでした。このような
経緯により、2027年の開業は難しい状況となっています。

○こうした中、科学的・工学的な議論を行うことを通して問題の解決を図るため、４月
に国土交通省主催の「リニア中央新幹線静岡工区 有識者会議」が設置されまし
た。これまで、会議は６回開催され、特に大きな水資源に関する２つの論点である
「トンネル湧水の全量の大井川表流水への戻し方」及び「トンネルによる大井川中
下流域の地下水への影響」について議論されています。

○なお、有識者会議で出された座長コメントは、国土交通省のホームページで公表
されています。

○当社としては、今後も、引き続き、この会議に真摯に対応することにより、地域の
不安を解消し、問題の早期解決に努め、静岡工区の早期着工と品川・名古屋間
の早期開業に向け、取り組んでまいります。

○以上です。

16



17



18



19



20



21



22



23



24


